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ま え が き 

 

景気は、このところ足踏みもみられるが、緩やかに回復している。先行きについて

は、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあって、緩やかな回復が続くこ

とが期待される。ただし、世界的な金融引締めに伴う影響や中国経済の先行き懸念な

ど、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価上

昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。

さらに、令和６年能登半島地震の経済に与える影響に十分留意する必要がある。 

このような中、２０２３年度のボートレースの売上は、総開催日数４，６１９日（前

年度比１９日増）、総売上２兆４，２２０億円（前年度比１００．３％）、１日平均売上

５億２，４３５万円（前年度比９９．９％）となり、過去最高売上を更新した。売上を

発売形態別にみると、本場１，０７７億円（前年度比９６．６％、占有率４．４％）、

電話投票１兆９，０１０億円（前年度比１０１．４％、占有率７８．５％）、場外２５

８億円（前年度比９３．７％、占有率１．１％）、場間場外３，８７３億円（前年度比

９６．９％、占有率１６．０％）となり、電話投票売上が好調に推移した。 

当会では、ビジョン、ミッション達成のために策定したグランドデザインの２年目に

係る事業を行い、ボートレース会議やボートレース関係団体会議などといった業界の重

要施策を積極的に推進し、特に、発売時間の拡大に寄与する施策として、ミッドナイト

レースにおいては、初めて一部の競走場で２２時を超える時間帯においてレースを開催

した。 

また、当会が施行者の共通事務として行っている場間場外発売・総合払戻精算事務に

ついては、場外発売管理システムを用いて効率的な運用を図るとともに、引き続き施行

者事務の軽減に貢献すべく対応を行った。 

一方、ギャンブル等依存症対策については、ギャンブル等依存症対策推進基本計画に

定められた事業を行い、ギャンブル等依存症への予防・回復に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ビ ジ ョ ン 「ボートレースがレジャーとして将来にわたって発展し、地域に貢献する」 

ミッション 「施行権を保障するとともに、施行者の良好な経営環境を実現する」 

〈ビジョン・ミッション〉 
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第一 概況  

１ 会員の状況 

会員数は、２０２４年３月３１日現在で施行者３５団体、地方自治体は１０３団体で

あり、その構成等は以下のとおりである。 

 

会員名簿 

施 行 者 名 職  名 氏  名 

み ど り 市 市 長 須 藤 昭 男 

戸 田 ボ ー ト レ ー ス 企 業 団 企 業 長 菅 原 文 仁 

埼玉県都市ボートレース企業団 管 理 者 富 岡 勝 則 

東 京 都 六 市 競 艇 事 業 組 合 管 理 者 臼 井 伸 介 

東 京 都 三 市 収 益 事 業 組 合 管 理 者 髙 橋 勝 浩 

府 中 市 市 長 高 野 律 雄 

青 梅 市 市 長 大 勢 待  利  明 

東 京 都 四 市 競 艇 事 業 組 合 管 理 者 井 澤 邦 夫 

浜 名 湖 競 艇 企 業 団 企 業 長 鈴 木 利 享 

蒲 郡 市 市 長 鈴 木 寿 明 

常 滑 市 市 長 伊 藤 辰 矢 

半 田 市 市 長 久 世 孝 宏 

津 市 市 長 前 葉 泰 幸 

越 前 三 国 競 艇 企 業 団 企 業 長 池 田 禎 孝 

滋 賀 県 知 事 三 日 月  大  造 

大阪府都市ボートレース企業団 企 業 長 野 田 義 和 

箕 面 市 市 長 上 島 一 彦 

尼 崎 市 市 長 松 本  眞 

伊 丹 市 市 長 藤 原 保 幸 

鳴 門 市 市 長 泉    理  彦 

松 茂 町 ほ か 二 町 競 艇 事 業 組 合 管 理 者 吉 田 直 人 

丸 亀 市 市 長 松 永 恭 二 

香川県中部ボートレース事業組合 組 合 長 栗 田 隆 義 

倉 敷 市 市 長 伊 東 香 織 

備 南 競 艇 事 業 組 合 管 理 者 片 岡 聡 一 

宮 島 ボ ー ト レ ー ス 企 業 団 企 業 長 松 本 太 郎 

周 南 市 市 長 藤 井 律 子 

下 関 市 市 長 前  田  晋 太 郎 

北 九 州 市 市 長 武 内 和 久 

中 間 市 行 橋 市 競 艇 組 合 管 理 者 福  田    浩 

芦 屋 町 町 長 波 多 野 茂 丸 

福 岡 市 市 長 髙 島 宗 一 郎 

福 岡 都 市 圏 広 域 行 政 事 業 組 合 管 理 者 髙 島 宗 一 郎 

唐 津 市 市 長 峰    達  郎 

大 村 市 市 長 園 田 裕 史 
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施行者構成団体一覧表 

 

桐生 みどり市 みどり市

戸田ボートレース企業団 川口市 蕨市 戸田市

さいたま市 飯能市 加須市 本庄市 東松山市 春日部市 狭山市

羽生市 鴻巣市 深谷市 上尾市 草加市 越谷市 入間市

朝霞市

東京都六市競艇事業組合 八王子市 武蔵野市 昭島市 調布市 町田市 小金井市

東京都三市収益事業組合 多摩市 稲城市 あきる野市

平和島 府中市 府中市

青梅市 青梅市

東京都四市競艇事業組合 小平市 日野市 東村山市 国分寺市

浜名湖 浜名湖競艇企業団 浜松市 湖西市

蒲郡 蒲郡市 蒲郡市

常滑市 常滑市

半田市 半田市

津 津市 津市

三国 越前三国競艇企業団 越前市 坂井市

琵琶湖 滋賀県 滋賀県

堺市 岸和田市 豊中市 池田市 吹田市 泉大津市 高槻市

貝塚市 守口市 枚方市 茨木市 八尾市 泉佐野市 富田林市

寝屋川市 東大阪市

箕面市 箕面市

尼崎市 尼崎市

伊丹市 伊丹市

鳴門市 鳴門市

松茂町ほかニ町競艇事業組合 松茂町 北島町 板野町

丸亀市 丸亀市

香川県中部ボートレース事業組合 三豊市 宇多津町 琴平町 まんのう町

倉敷市 倉敷市

備南競艇事業組合 総社市 浅口市 早島町 里庄町

宮島 宮島ボートレース企業団 大竹市 廿日市市

徳山 周南市 周南市

下関 下関市 下関市

北九州市 北九州市

中間市行橋市競艇組合 行橋市 中間市

芦屋 芦屋町 芦屋町

福岡市 福岡市

筑紫野市 春日市 大野城市 宗像市 太宰府市 古賀市 福津市

糸島市 那珂川市 宇美町 篠栗町 志免町 須恵町 新宮町

久山町 粕屋町

唐津 唐津市 唐津市

大村 大村市 大村市

競走場数 24
施行者数 35

（施行者構成内訳）

県 県 1
市 市 19
町 町 1

市 27
町 15

企業団 市 40

103

競走場 施行者名 構成団体

戸田
埼玉県都市ボートレース企業団

福岡都市圏広域行政事業組合

江戸川

多摩川

常滑

住之江
大阪府都市ボートレース企業団

尼崎

鳴門

丸亀

児島

若松

福岡

場数等

施行者区分

組合

合計
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２ 役員について 

２０２４年３月３１日現在の役員は以下のとおりである。 

役員名簿 

役  名 職        名 氏      名 

代表理事 府  中  市  長 高  野  律  雄 

理事 下  関  市  長 前  田  晋 太 郎 

同 津     市  長 前  葉  泰  幸 

同 箕  面  市  長 上  島  一  彦 

同 芦  屋  町  長 波 多 野  茂  丸 

同 専  務  理  事 佐  藤     慶 

同 常  務  理  事 川  津  大  輔 

同 常  務  理  事 小  鼓  和  明 

監  事 戸田ﾎﾞｰﾄﾚｰｽ企業団企業長戸田市長 菅  原  文  仁 

同 常  滑  市  長 伊  藤  辰  矢 

同 伊  丹  市  長 藤  原  保  幸 

同 鳴  門  市  長 泉     理  彦 

同 大  村  市  長 園  田  裕  史 

３ 各地区幹事及び専門委員会委員について 

２０２４年３月３１日現在の各地区幹事、専門委員会委員は以下のとおりである。 

各地区幹事名簿 

地区名 施 行 者 名 職    名 氏    名 

関 東 府 中 市 企 業 局 長 柏 木 茂 永 

東 海 津 市 事 業 部 長 嶌 田 光 伸 

近 畿 箕 面 市 管 理 者 栢 本 貴 男 

瀬戸内 下 関 市 管 理 者 田 中 康 弘 

九 州 大 村 市 管 理 者 馬 場 宏 幸 
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総務関係委員会名簿 

地区名 施 行 者 名 職 名 氏   名 

関 東 

埼玉県都市ﾎﾞｰﾄﾚｰｽ企業団 事 務 局 長 柴 田 晃 

東京都三市収益事業組合 事 務 局 長 安 藝 宏 延 

府 中 市 企 業 局 長 柏 木 茂 永 

青 梅 市 管 理 者 為 政 良 治 

東 海 
常 滑 市 管 理 者 山 口 学 

津 市 ボートレース事業部長 嶌 田 光 伸 

近 畿 

滋 賀 県 ボ ー ト レ ー ス 局 長 中 野 真 吾 

箕 面 市 管 理 者 栢 本 貴 男 

伊 丹 市 管 理 者 多 田 勝 志 

瀬戸内 

丸 亀 市 管 理 者 大 林 諭 

周 南 市 管 理 者 亀 割 昭 二 

下 関 市 管 理 者 田 中 康 弘 

九 州 

芦 屋 町 管 理 者 藤 崎 隆 好 

福 岡 市 ボートレース事業部長 柴 田 保 徳 

大 村 市 管 理 者 馬 場 宏 幸 

開催支援関係委員会名簿 

地区名 施 行 者 名 職 名 氏 名 

関 東 

み ど り 市 競 艇 事 業 局 長 大 澤 延 之 

戸田ﾎﾞｰﾄﾚｰｽ企業団 事 務 局 長 八木橋 英 一 

東京都六市競艇事業組合 事 務 局 長 村 野 正 義 

東京都四市競艇事業組合 事 務 局 長 野々村 博 光 

東 海 
浜名湖競艇企業団 企 業 次 長 太 田 孝 一 

蒲 郡 市 ボートレース事業部長 近 藤 章 仁 

近 畿 

越前三国競艇企業団 事 業 局 長 斉 藤 俊 之 

大阪府都市ボートレース企業団 事 務 局 長 谷 賢 一 

尼 崎 市 ボートレース事業部長 中 田 正 弘 

瀬戸内 

鳴 門 市 管 理 者 近 藤 伸 幸 

倉 敷 市 管 理 者 矢 島 薫 

宮島ﾎﾞｰﾄﾚｰｽ企業団 企 業 長 補 佐 鈴 木 準 市 

九 州 
北 九 州 市 公 営 競 技 局 次 長 横 山 久 

唐 津 市 管 理 者 職 務 代 理 者 小 出 益 大 
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第二 事業報告 

１ 事業運営体制の強化 

地方公営企業法適用支援 

地方公営企業法（以下「企業法」という。）の全部適用を検討する施行者に対し、導

入までの手続き、導入施行者の事例について情報提供を行った。 

なお、２０２４年３月時点で、企業法全部適用施行者は２１団体、一部適用施行者は

８団体で、３５施行者の内、２９施行者が全部または一部適用団体である。 

 

ボートレース事業研修の実施 

施行者職員を対象に、事業運営に必要な知識を取得することを目的として行った研修

は以下のとおりである。 

 

ア 新任者研修

新任の管理職職員と担当職員を対象に、モーターボート競走法の概要、ボート

レース業界団体の役割、施行者の決算状況、業界の施策等、事業全般に関する基礎

知識研修を、一部リモートにより行った。 

イ 場外発売基礎研修会

場間場外発売担当の新任者を対象に、場外発売管理システム研修に参加する際に

必要となる基礎知識を学ぶ研修を行った。 

ウ 場外発売管理システム研修

場間場外発売担当の新任者を対象に、広域発売事務に関する基本的な事務手続及

びシステム操作に関する研修を行った。 

エ 決算事務研修

予算･決算担当者を対象に、国土交通省へ報告する年度収支決算書の作成、地方

公共団体金融機構納付金制度の事務手続に係る研修を行った。 

また、他業種の決算状況や財務諸表の基礎知識等について、公認会計士を講師と

して招へいし、リモートによる研修を行った。 

オ 広域発売に関する研修

場間場外発売担当者を対象に、モーターボート競走の開催に影響のある災害、設

備の老朽化、通信障害などといった高度な対応が求められる事案や、オペレーショ

ンミス等によるレースの中止を防止するため、近年発生した事故や事例を用いた研

修を行った。
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カ 決算分析研修

予算・決算担当者を対象に、公認会計士を講師として招へいし、「２０２２年度

決算分析レポート」を用いた分析結果をもとに、施行者が事業計画や予算策定に役

立てることを目的とした研修をグループワーク方式により行った。 

また、競走場責任者を対象に、財務的観点から意思決定が行えるよう、公認会計

士を講師として招へいし、リモートによる勉強会を行った。 

併せて、国土交通省、ボートレース業界団体向け、決算分析に係る報告を行っ

た。 

キ 場間場外発売に関するルール研修会

場間場外発売担当者を対象に、場間場外発売に関する運営基準やマニュアルにつ

いての勉強会を行った。 

ク ギャンブル等依存症対策研修

競走場及び場外発売場の責任者及び担当者を対象に、ギャンブル等依存症対策推

進基本計画に基づき、（一財）ギャンブル依存症予防回復支援センター（以下「支

援センター」という。）と共同で、ギャンブル等依存症に関する制度や今後の各対

策の実施方法について、研修を行った。 

ケ コンプライアンス研修

公営競技という特殊性に鑑み、幹部職員等を対象としたコンプライアンス研修を

行った。また、コンプライアンスの徹底やハラスメント防止のため、ＤＶＤを作成

し、施行者に送付した。 

（第３回総務関係委員会） 

（コンプライアンス研修）

当会業務推進体制の強化 

ビジョン・ミッションに基づき、円滑に業務推進を行うため、人事評価に係る評価者

及び被評価者研修を行ったほか、規程及び達の制定、一部改正を行った。 

ア 規程 新規制定 １本、一部改正 ８本

イ 達  新規制定 １本、一部改正 ３本、廃止 １本 

（第１・４回通常理事会、第５回臨時理事会） 

（第１・４・６・７回総務関係委員会） 
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２ 開催支援 

広域発売関係事業 

ア 場外発売管理システムの管理運用（特別会計）

場間場外発売及び開催日程の管理を円滑に行うため、場外発売管理システムの管

理・運用を行った。 

また、場外発売管理システムリニューアルに係る作業について、詳細設計及びシ

ステムテストを行った。

（第４回開催支援関係委員会） 

（広域発売会議） 

（場外発売管理システム研修会） 

（場間場外発売に関するルール研修会） 

イ 精算事業等事務処理の合理化（特別会計）

場間場外発売に関し、施行者間契約の取りまとめを行うとともに、統一的な運用

ルールや委託料、時効金の精算を行うため、２０２４年度における運営基準を申し

合わせた。 

また、当会を介した精算事務については、委託料の繰替払残額・時効金関係に係

る所要経費の認定を適切に行い、精算実績は約３３８．８億円（繰替払約３２６．

２億円、時効金約１２．６億円）となった。 

（第４回開催支援関係委員会） 

（広域発売会議） 

 

ウ 場間場外発売の日程管理（特別会計）

各競走場のＷＥＢサイト上で公表している場外日程と、場外発売管理システムの

登録内容に誤りがないよう突合作業を行った。 

なお、場間場外発売の実績は、ＢＴＳ諫早の新設に伴い、参加日数は３０４，０

８０日（前年度比１０４．１％）、売上は約３，８４７億円（前年度比９６．

８％）となった。 

（第３回開催支援関係委員会） 

（広域発売会議）  

エ 全国総合払戻の管理・運用（特別会計）

全国総合払戻に関し、統一的な運用ルールに基づいて円滑な精算を行うため、２

０２４年度における運営基準を申し合わせた。 

総合払戻は、２４競走場、８４場外発売場（特定の地区内による総合払戻実施場

では３場外発売場）にて行い、自場メーカー以外の総合払戻端末について、定期保
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守及び消耗品の調達を行うとともに、舟券の紛失・盗難等に対する情報共有の方法

についてルールを定め、円滑な払戻業務の運用に努めた。 

なお、総合払戻の実績は、総合払戻金額約４２．８億円（前年度比１００．

７％）、総合払戻券数８０．５万枚（前年度比９４．９％）となり、当会を介した

精算金額は約２９．７億円となった。 

（第４・５回開催支援関係委員会） 

（広域発売会議） 

 

開催運営対応 

ア 開催事務に対する支援

競走場における水上施設の故障・損壊等により、開催中止となる事象が相次いだ

ことを受け、各競走場の点検実施状況を取りまとめて施行者に情報共有を行うとと

もに、定期的に点検を行うよう注意喚起を行った。 

なお、荒天や施設破損等による開催の中止については、全国で延べ９３日とな

り、場間場外発売の日程変更に係る施行者の事務が円滑に運用できるよう調整を

行った。 

また、ボート・モーターを民間が所有する競走場の２０２４年度ボート・モー

ター借上料について、（一社）全国モーターボート競走施設所有者協議会と調整し

た内容を当該施行者に周知した。 

（第３回開催支援関係委員会） 

（業務関係連絡会議） 

イ 中央情報処理センターの運用に係る調整

場間場外発売の公正かつ安全な運用を徹底するため、中央情報処理センターを管

理する（一財）ＢＯＡＴＲＡＣＥ振興会（以下「振興会」という。）と協議し、場

間場外発売時の連絡体制及び障害発生時の対処方法について調整を行った。 

また、当会に設置している緊急連絡システムを活用し、日々の情報収集に努め

た。 

さらに、振興会が行う緊急対応総合訓練について、課題の共有を図り、障害発生

時の対処方法に万全を期した。 

ウ 労務対策への対応

労務対策上必要となる会計年度任用職員の各種データについて取りまとめを行

い、各施行者へ情報提供を行った。 

また、会計年度任用職員制度の運用に関する諸問題について、当会顧問弁護士の

見解に基づき情報提供を行った。 

エ 警備対策への対応
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競走場等における秩序維持を図るため、他公営競技関係者と合同による警備会議

を開催し、情報共有を行った。 

（公財）モーターボート競走保安協会（以下「保安協会」という。）との合同に

よる地区別会議を開催したほか、各競走場に配置されている保安協会調査役の活動

状況について情報交換を行い、連携強化に努めた。 

また、競走場の警備担当者を対象に、警察庁の担当官を招へいして会議を開催

し、暴力団やノミ屋等の現状及び公営競技場における紛争事案防止対策について、

情報共有を行った。 

さらに、競走場等の秩序維持対策として、汎用的な防犯カメラの設置マニュアル

を策定し、各施行者に情報共有を行った。 

（第４・５回開催支援関係委員会） 

（警備関係連絡責任者会議） 

（各地区警備責任者連絡会議） 

（競輪・オートとの各地区暴追対策合同情報交換会議） 

オ 選手のマイナンバー対応

施行者、（一財）日本モーターボート競走会（以下「競走会」という。）、振興

会、（公財）日本財団（以下「日本財団」という。）及び（株）日本レジャーチャン

ネル（以下「ＪＬＣ」という。）との委託契約に基づき、選手のマイナンバーの収

集及び保管等の管理業務を行うとともに、選手賞金に係る法定調書を作成した。 

また、情報管理に関する運用マニュアルの整備を行い、内部管理体制の徹底を

図った。 

 

カ 選手管理対策

選手管理対策として、北九州市ほか３施行者に対し競技部内における電波遮断装

置等の設置に係る一部費用の助成を行った。 

（第２～６回開催支援関係委員会）  

キ ボートレース業界のインボイス対応

インボイス制度の開始にあわせて、ボートレース会議によるプロジェクトチーム

（プロジェクトⅪ）を通じて、選手のインボイス登録を促し、適格請求書発行事業

者番号の取得・収集を行った。また、中央情報処理センターのシステム改修を行

い、当該データを一元的に管理することで、各施行者が賞金等支給時に送付するイ

ンボイスについて、オンラインで取得可能としたほか、施行者の経理処理に必要な

帳票について所要の改修を行った。 

（決算事務研修会） 

（業務関係連絡会議） 
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ク お客様満足度調査

グランドデザインに基づき、作業部会において決定した調査項目をもとに、テス

ト場を選定して競走場内において満足度調査を行った。

（第２・７回総務関係委員会） 

場外発売場に関する諸問題への対応 

新設のＢＴＳ諫早に対し、場間場外発売事務手続について説明を行い、円滑に開設後

の運用ができるよう支援を行った。 
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３ 売上・収益拡大 

（１）広報宣伝活動の充実

ア モーターボート競走事業活性化資金を原資とする広報宣伝活動

４団体合意書（競走会、振興会、日本財団及び当会）に基づき振興会が行った当

該事業について、施行者の意見を取りまとめ、効果的な広報宣伝に努めた。 

イ 繰出金・配分金に関する広報

当会ＷＥＢサイト内において、ボートレース事業への理解を深めるため施行者の

繰出金を掲載するとともに、収益使途サイトにおいて２０２２年度事業にかかる更

新を行った。 

（２）投票関連機器の更新に対する助成（特別会計）

競走場に設置する投票システムの機器更新時において、１,５００万円を上限とする

助成策について、みどり市ほか３施行者に対し、助成を行った。 

（第２・３・６回開催支援関係委員会）  

電話投票事業への対応 

２０２４年度から、電話投票事務委託料の支払い方法を施行者から振興会への直接支

払いに変更するため、施行者と振興会間の契約書のひな型作成並びに振興会と当会との

合意書締結及び電話投票に関する運営基準の申し合わせを行った。 

（第４回総務関係委員会） 

（第３・５回開催支援関係委員会） 

（広域発売会議） 

（４）選手処遇の検討

２０２２年度に（公社）日本モーターボート選手会（以下「選手会」という。）と合

意した内容をもとに２０２４年度の賞金基準表について協議を行い、合意した。 

また、スタート事故防止の観点から、２０２４年度から個人を対象としたスタート無

事故手当を制定することとし、２０２３年度下半期からプレ稼働として運用を開始した

結果、条件を達成し手当を支給する選手は、６５９人となった。 

（第４回総務関係委員会） 

（第１～５回開催支援関係委員会） 

（業務関係連絡会議） 

（５）開催日程調整

ア モーニングレースに係る事項
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２０２４年度の開催について、ＧⅢ競走以下のレースを５競走場でモーニング

レースが開催できるよう、グレード競走の重複を避け、施設改善等の非開催期間に

留意の上、関係各所と各種調整を行った。 

また、モーニングレースの市場拡大及びモーニングレースの認知度向上を目的と

した広報連携事業として、２０２４年度にキャンペーンを実施すべく、施行者と調

整を行った。 

（第６回総務関係委員会） 

（「２０２４年度モーニングレース開催日程」調整会議）  

イ デイレースに係る事項

２０２４年度の開催日程について、各月の開催日数の著しい不均衡が生じないよ

う留意しつつ、各地区内における競合の回避や非開催日の回避等を行い、開催場数

の平準化に向け所要の調整を行った。 

また、２０２３年１１月の開催日数が３２７日と他の月と比べて少なかったこと

から、売上向上を図るため、業界における電話投票の新規キャンペーンや追加広報

支援策の調整を行うとともに、デイ場を中心に機会損失を回避するため、締切時刻

の重複回避にかかる調整を行った。 

（第５・６回総務関係委員会） 

（関東地区４場開催日程調整担当者会議） 

（関東地区４場開催日程に係る部局長会議） 

（「２０２４年度東海地区デイレース開催日程」調整会議） 

（「２０２４年度西日本地区デイレース開催日程」調整会議） 

（第２８回ボートレース関係団体会議） 

 

ウ ナイターレースに係る事項

２０２４年度の開催日程について調整を行うとともに、１７時以降の進行時間の

重複を回避すべく進行時間のパターン化について７場で本格運用に向けて各種調整

を行った。 

（第３回総務関係委員会） 

（「２０２４年度ナイターレース及びミッドナイトレース開催日程」調整会議） 

エ ミッドナイトレースに係る事項

２０２４年度は、中央情報処理システムの更新の期間にあたるため、開催が限ら

れた日程の中で、関係各所との調整の上、３競走場２７節、開催日数１２９日の開

催日数を取りまとめたほか、ナイターレースとの調整を含めた開催日程の調整を

行った。 
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さらに、発売時間の拡大に関して、２３時までの開催について、円滑な運用が可

能となるよう関係各所との調整に努めた。 

（第２・４回総務関係委員会） 

（「２０２４年度ナイターレース及びミッドナイトレース開催日程」調整会議） 

（「２０２４年度ミッドナイトレース開催日程」調整会議） 

（第２０・２１・２５・回ボートレース関係団体会議） 

 

（６）モーターボート競走連絡協議会の施策に関する事項

２０２４年度各競走場の年間開催回数及び年間開催日数等に係る国土交通省告示の公

布に向け、一競走場当たりの年間開催日数、年間開催回数及び一施行者当たりの年間開

催回数について取りまとめを行った。 

さらに、競技部内の公正・安全確保のための対策、ギャンブル等依存症対策及び場外

発売場の来場促進・売上向上対策を確認するために競走場及び場外発売場の調査を行っ

た。 

なお、今後は、業界努力目標は当面設定しないこととなったほか、モーターボート競

走関係全国責任者会議、連絡協議会及び幹事会についても当面の間開催しないことと

なった。 

（７）業界施策（ボートレース会議・ボートレース関係団体会議等）への対応

ボートレース会議及びボートレース関係団体会議において、「ＯＮＥ ＢＯＡＴＲＡ

ＣＥ ＯＮＥ ＦＡＭＩＬＹ」のスローガンのもと重点施策について精査を行い、緊急

性の高い案件について１２のプロジェクトとしてプロジェクトチームを設置し、課題の

検討・整理・解決について各種調整を行った。 

（第７回ボートレース会議） 

（第２３・２４・２６回ボートレース関係団体会議）  

（８）売上・収益拡大策の検討

当会のミッションに基づき、売上拡大及び業務効率化による収益拡大を図るため、各

施行者の決算状況を分析し、決算分析レポートの作成を行った。 

また、今後の方針についてグランドデザインを踏まえ、分析レポートの在り方につい

て施行者の意見をもとに、各種検討を行った。 

（決算分析研修会） 

（決算分析研究会） 

（９）全国ボートレース物産展（サンクスフェスティバル）に関する支援

来場促進並びに社会貢献事業の一環として、２４競走場の特産品の販売、音楽フェス

等の地元密着型イベントを以下のとおり実施し、イベントの実施に関するルール策定、

物産展の費用に関する手続き等について支援を行った。 
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ア 開催場所・日程

２０２３年５月２０日（土）～２１日（日） 

ボートレース戸田 

イ 参加者

延べ４２，２４８人 

（第２回臨時理事会）  
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４ 社会環境の変化への対応 

（１）ペーパーレス化の推進について

キャッシュレス投票の導入を検討している施行者に対して、導入までのスキーム、諸

手続の支援を行った。また、ペーパーレス化については、規程等の改正を行い、押印廃

止に係る文書の整理を行い一部電子文書による対応を行ったほか、場間場外発売等の精

算事務について押印が不要な施行者に対し、電子文書による請求を行った。 

（２）新型コロナウイルス感染症拡大防止対策

ボートレースコロナ対策決定本部の事務局として、ボートレース業界の統一的な方針

の決定や、感染症拡大防止策を行っていたが、２０２３年５月８日に新型コロナウイル

ス感染症が５類感染症に移行したことから、一部イベント関係の制限を継続する指針を

とりまとめた上で、経過観察期間を経て、２０２４年３月３１日に同指針を廃止し、全

ての新型コロナウイルス感染症に関する行動制限を撤廃した。 

（３）ギャンブル等依存症対策への対応

第２期ギャンブル等依存症対策推進基本計画２年目の取組みとして、国土交通省と実

施内容について調整を行い、ボートレース業界団体と連携し、各種施策を行った。 

なお、主な予防・回復等に係る施策は、以下のとおりである。 

ア 普及啓発の推進

ギャンブル等依存症に対する注意喚起のポスターを作成し、ギャンブル等依存症

への注意喚起や相談窓口の設置について競走場及び場外発売場への普及啓発の推進

を図った。また、「ボートレース広告・宣伝指針」について、過度な射幸心を煽ら

ない等の周知を行った。 

（第１～３・５回総務関係委員会） 

（ギャンブル等依存症対策責任者会議） 

イ ＩＣＴ技術を活用した顔認証実験検証

ボートレース会議によるプロジェクトチーム（プロジェクトⅢ）において、現状

分析・課題の抽出及びマーケティングにおける活用方法について検討を行った結

果、今後の実証実験に向けて、顔認証の照合率については特定者検知は９０％を超

えるが、属性取得については課題が残るため、引き続き検証が必要であること、ま

た、マーケティングや警備業務などの実務的な活用を検証するため、競走場等にお

いて実証実験を行う方針を決定した。 

ウ アクセス制限の強化

舟券の購入時に注意喚起の文言が表示されるよう端末の一部改修を行った。な

お、２０２３年度時点で改修が完了したのは競走場２４場、場外発売場２６場と

なった。（一部の端末導入のみを含む） 
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（第２・７回総務関係委員会） 

エ 家族申告による入場制限

家族申告による電話投票の利用停止を行うため、家族申告による競走場及び場外

発売場の入場制限並びに電話投票の利用停止に係る審議部会を開催し、計１８件の

入場制限を行った。 

（家族申告による競走場及び場外発売場の入場制限

並びに電話投票の利用停止に係る審議部会） 

オ 支援センターとの業務協力

当会から支援センターに対して人的支援等を行ったほか、ギャンブル等依存症に

係る相談受付、調査研究、回復支援等の運営に関する支援を行い、連携強化に努め

た。 

（ギャンブル等依存症対策責任者会議） 

（地区別ギャンブル依存症担当者研修会） 

カ ＡＴＭの撤去（特別会計）

競走場等に設置されたＡＴＭを撤去するため、ＢＴＳ養老ほか１場に対し、撤去

費用の助成を行った。なお、これを以って競走場等に設置していた全てのＡＴＭの

撤去が完了した。 

（第２・３回開催支援関係委員会）  

キ ギャンブル等依存症対策の体制整備

ギャンブル等依存症対策実施規程に基づき設置された統括管理者から、責任者の

設置依頼、責任者・担当者に向けた階層別の研修実施の通知、啓発週間の取り組み

について依頼を行った。 

（ギャンブル等依存症対策責任者会議） 

（地区別ギャンブル依存症担当者研修会） 

（４）新型ボート・モーターの開発の検討

ボートレース業界において策定したカーボンニュートラル対応ロードマップが、２０

２２年８月に国土交通省海事局総務課モーターボート競走監督室に提出されたことを受

け、当会では、業界内の「カーボンニュートラル対応に向けた委員会」が設置した分科

会（電動化モーター調査チーム、カーボンニュートラル燃料調査チーム）に人員を派遣

し、電動化モーターの開発に関する取組みや、エタノールを利用した燃料を用いた航走

試験等の視察を行った。 
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（５）特別競走について

特別競走の通称名「にっぽん未来プロジェクト競走」の周知を行うため、ポスターを

作成して競走場へ送付を行った。 

また、拠出対象事業について、関係者間において調整を行った結果、原則としてハー

ドに係る費用を負担することとなり、拠出額が減額となった。 

なお、２０２３年度に実施した特別競走（２８８日）の結果は、総額５４．１億円と

なり、以下の対象事業に拠出を行った。 

特別競走拠出事業 

ア 新興感染症対策のための研究施設の建設

国立大学法人大阪大学 ３５．５億円

イ パラスポーツ公園の整備

（公財）日本財団パラスポーツサポートセンター １３．６億円

ウ 障がい者・地方在住者向け奨学金制度の創設等

（公財）笹川平和財団 ５億円

（第７回総務関係委員会）  

（６）大規模災害時の相互応援に関する協定について

１７施行者間において締結されている災害時の相互応援協定を全国レベルで拡大する

ことを目的に設置した作業部会において、協定書の拡充等について検討したが、施行者

自治体に置かれている状況等が異なり、取りまとめが困難となったことを受け、所掌の

総務関係委員会において改めて審議した結果、県や都からの要請により対応せざるを得

ない場合や、所掌である災害部局の範疇により対応が難しい等の意見が出されたことか

ら、災害支援の範囲を競走場単位とする方向で取りまとめを行った。 

（第２・６・７回総務関係委員会） 

（大規模災害時の相互応援協定に関する作業部会） 
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５ 会議関係 

（１）当会の運営 

当会の運営については、理事会、総会を開催し、施行者の意見を反映するため適切な

運営に努めた。 

 

（２）専門委員会等の開催 

専門委員会を開催して、会長からの諮問事項等について審議を行い、会長にその結果

を答申するとともに、各専門委員会正副委員長打合せ会議を開催して、専門委員会間の

連絡調整を行った。 
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６ その他 

（１）各種資料等の情報提供 

売上・入場者、決算、他公営競技の状況等を取りまとめ、施行者及び関係団体へ情報

提供を行った。 

なお、情報提供を行った各種資料等は、以下のとおりである。 

 

ア 全国モーターボート競走場一覧表（電子データ） 

 発行年月 ２０２３年４月 

 配 布 先 各施行者・各場外発売場 

 内 容 競走場及び場外発売場の所在地､各競走場の年間開催日数、モー

ターボート競走年度別開催施行者数の変遷等 

 

イ ２０２３年度調査統計資料（電子データ） 

 発行年月 ２０２３年７月 

 配 布 先 各施行者・国土交通省・総務省・関係団体 

 内 容 モーターボート競走の入場・売上に関する諸統計を年度別、施行

者別、競走場別等に分類、他公営競技の関連統計資料も併載 

 

ウ モーターボート競走事業収支決算書記載要領（電子データ） 

 発行年月 ２０２３年１２月 

 配 布 先 各施行者 

 内 容 施行者統一様式の収支決算書の記載要領 

 

エ 収益金均てん化及び周辺対策実施状況調（電子データ） 

 発行年月 ２０２３年９月 

 配 布 先 各施行者 

  内  容 ２０２２年度・２０２３年度の都府県・市町村への収益金均てん

化及び周辺対策の実施状況（予定含む） 

 

オ ２０２２年度施行者別決算分析レポート（電子データ） 

 発行年月 ２０２３年１０月 

 配 布 先 各施行者・国土交通省・関係団体 

 内 容 各施行者の２０２２年度決算分析 

 

カ ２０２２年度モーターボート競走事業収支決算集計（電子データ） 

 発行年月 ２０２３年１２月 

 配 布 先 各施行者・国土交通省・総務省・関係団体 

 内 容 各施行者の２０２２年度収支決算状況 
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キ ２０２４年度モーターボート競走選手処遇要領（電子データ） 

 発行年月 ２０２４年３月 

 配 布 先 各施行者・国土交通省・競走会・選手会・日本財団・ＪＬＣ 

 内 容 各レースの賞金基準、賞金基準の運用及び諸手当等統一事項 

 

ク ２０２３年度業務関係各種調（電子データ） 

 発行年月 ２０２３年１２月 

 配 布 先 各施行者・国土交通省・関係団体等 

 内 容 競走場運営に関する事項の現況調査 

 

ケ ＢＯＡＴＲＡＣＥ ＭＯＮＴＨＬＹ ＲＥＰＯＲＴ（Ｎo.１４５～Ｎo.１５６） 

 発行年月 各月 

 配 布 先 各施行者・国土交通省・総務省・関係団体等 

 内 容 競走会及び振興会と共同で月刊業界情報誌を発行 

 

当会ＷＥＢサイトの管理運用（特別会計） 

ボートレース事業のイメージアップを図るため、場間場外発売日程、売上及び施行者

収益の使途等ボートレース関連の情報を周知したほか、当会ＷＥＢサイト及び収益使途

サイトについて徹底した管理・運用を行った。 

 

公益事業等への助成 

選手会に対し、選手共済事業助成金１８．１億円、選手特別共済事業助成金１９．５

億円、保安協会に対し、負担金１．９億円、競走会に対し、競走用燃料費の一部負担と

して負担金４．３億円、支援センターに対し、運営管理費として５６０万円の助成を

行った。 

 

収益事業について（収益会計） 

新橋駅前ビル事務所の収益事業として、賃料の請求、管理費の支払いを行った。な

お、賃貸料収入は、３９，６２９，７００円となった。 

 

 

 

 

 

 

 




